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令和８年度

沖 縄 県 職 員 採 用 初 級 試 験 案 内

県 章 令和８年６月29日
沖縄県人事委員会

第１次試験日 令和８年９月27日（日）

申込受付期間 令和８年７月６日（月）から７月27日（月）まで

令和８年度試験のポイント

○ 令和８年度から、試験区分に「病院事務」及び「水産管理」を新設します。

１ 試験区分、採用予定数及び職務内容

受験申込みは、次の試験区分のうち１つに限ります。また、中級試験との重複申込みはできません。

試験区分 採用予定数 職務内容 主な配属先

一般事務 ８名程度 防災、基地渉外、県政の総合企画、文化振興、環境保 本庁各部、出先機関（県税

全、福祉・医療、農林水産業振興、観光振興、商工業振 事務所、福祉事務所、保健

興、雇用対策、社会基盤整備、教育、水道等の幅広い分 所、土木事務所等）、教

野に関する各種施策の企画立案を始め、県税の賦課徴 育庁、企業局、病院事業

収、市町村支援、許認可、企業誘致、用地取得、庶務・ 局、県議会事務局、各種行

経理等の様々な業務に従事します。 政委員会等

土木 ５名程度 道路、河川、港湾、海岸、空港、上下水道等の様々な社 本庁土木建築部、土木事

会基盤整備に関する企画・設計・施工監理等の業務に従 務所、企業局等

事します。

農業土木 若 干 名 ほ場、かんがい施設、農業道路整備に関する企画・設計 本庁農林水産部、農林水

・施工監理等、主に農業に関するインフラ整備に従事し 産振興センター、農林土

ます。 木事務所等

農業管理 若 干 名 主に、ほ場管理、栽培管理等の研究支援に関する業務 農業研究センター、森林

のほか、管理業務や研究に関する事務処理に従事しま 資源研究センター、農林

す。 水産振興センター、本庁

農林水産部等

畜産管理 若 干 名 主に、牛・豚・山羊等の飼養管理、草地管理等の研究 畜産研究センター、家畜

支援に関する業務のほか、管理業務や研究に関する事 改良センター、農林水産

務処理に従事します。 振興センター、本庁農林

水産部等

水産管理 若 干 名 主に、試験研究及び種苗生産の実施に伴う、試験用魚 水産海洋技術センター

介類・海藻類の飼育管理、海面生け簀や水槽等の施設 （本所・石垣支所）、栽

管理、小型船舶・調査機材の管理、野外調査等の研究 培漁業センター、海洋深

支援に関する業務のほか、これらに付随する管理業務 層水研究所、農林水産振

や研究に関する事務処理に従事します。 興センター、本庁農林水

産部等

病院事務 若 干 名 診療報酬請求、施設基準届出、カルテ管理等の医事業 本庁病院事業局、各県立病

務を中心に、各県立病院や本庁機関における各種事務 院

に従事します。

警察事務 ５名程度 予算編成・執行、給与事務、福利厚生等のほか、指紋等 警察本部、各警察署等

を鑑定する業務、犯罪や事故の統計分析、交通規制、コ

ンピュータシステムの開発等多岐にわたる業務に従事し

ます。

注１ 採用予定数については、変更になる場合があります。

２ 上記の「若干名」については、採用予定数が１名から４名までの場合に用いています。
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２ 受験資格

⑴ 年齢

平成17年４月２日から平成21年４月１日までに生まれた者。

ただし、大学における在学期間が２年を超える者を除く。

注 大学とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（短期大学を除く。）をいう。

⑵ 国籍条項

日本の国籍を有しない者も受験できます（「警察事務」の試験区分を除く。）。ただし、日本の国籍を

有しない者は、公権力の行使又は公の意思形成への参画に携わることはできないとする公務員に関する

基本原則に基づき任用されます。また、採用に当たっては、「就職が制限されない在留資格」であるこ

とが必要です。

⑶ 欠格条項

地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条に規定する次のいずれかに該当する者は、受験できませ

ん。

ア 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

イ 沖縄県職員として懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者

ウ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主

張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者

３ 試験の日時及び場所

試験 日時 試験地

第１次試験 ９月27日（日） 本島北部 本島中南部

一般事務、病院事務及び警察事務 宮古 石垣

９時00分から12時00分まで

土木、農業土木、農業管理、畜産管理及び水産管理

９時00分から15時30分まで

第２次試験
10月下旬から11月中旬までを予定していますが、試験の日時、試験会場等については、

第１次試験合格発表後に人事委員会事務局ホームページでお知らせします。

注１ 第１次試験の試験会場については、受験申込み後に沖縄県人事委員会が交付する受験票で確認してく

ださい。

２ 点字による受験の場合は、試験時間が一部変更となるほか、試験地を指定することがあります。

３ 試験会場へは公共交通機関等を利用し、自家用車、オートバイ等の乗入れ又は会場周辺での無断駐

車（送迎車を含む。）はおやめください。無断駐車が判明した場合は、試験会場から退場していただ

くことがあります。

４ 試験会場（敷地内を含む。）は、全て禁煙です。また、ゴミは試験会場に捨てずに各自持ち帰って

ください。
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４ 試験の方法、配点等

試験は第１次試験及び第２次試験とし、第２次試験は第１次試験合格者について行います｡

試験 試験区分
試験種目

内容（配点）

一般事務
教養試験

公務員として必要な一般的な知識及び知能（社会、人文、自然、文章理

病院事務
（100）

解、判断推理、数的推理・資料解釈）についての択一式（50問）による

警察事務 高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能（社会、人文、自然、文章理

（80）
解、判断推理、数的推理・資料解釈）についての択一式（50問）による

高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

土木 土木に必要な専門的知識、能力等（数学・物理・情報、土木構造設計

専門試験 （構造力学、構造設計）、土木基盤力学（水理学、土質力学）、測

（120） 量、社会基盤工学、土木施工）についての択一式（40問）による高等

学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間）

教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能（社会、人文、自然、文章理

（80）
解、判断推理、数的推理・資料解釈）についての択一式（50問）による

農業土木
高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

農業土木に必要な専門的知識、能力等（農業土木設計、水循環、測

専門試験 量、農業土木施工、農業に関する基礎（農業と環境、農業情報処理

（120） 等））についての択一式（40問）による高等学校卒業程度の筆記試験

第１次
を行います。（２時間）

試 験 教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能（社会、人文、自然、文章理

（80）
解、判断推理、数的推理・資料解釈）についての択一式（50問）による

農業管理
高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

専門試験 農業管理に必要な専門的知識、能力等（農業と環境、農業情報処理、

(120) 農業経営、農業機械、植物バイオテクノロジー、作物、野菜、果樹、

草花）についての択一式（30問）による高等学校卒業程度の筆記試験

を行います。（２時間）

教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能（社会、人文、自然、文章理

（80）
解、判断推理、数的推理・資料解釈）についての択一式（50問）による

畜産管理
高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

専門試験 畜産管理に必要な専門的知識、能力等（農業と環境、農業情報処理、

(120) 畜産経営、農業機械、畜産、飼料、飼育、家畜の伝染病）についての

択一式（30問）による高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２

時間）

教養試験
公務員として必要な一般的な知識及び知能（社会、人文、自然、文章理

（80）
解、判断推理、数的推理・資料解釈）についての択一式（50問）による

水産管理
高等学校卒業程度の筆記試験を行います。（２時間30分）

専門試験 水産管理に必要な専門的知識、能力等（水産海洋基礎、海洋情報技

(120) 術、水産流通、資源増殖、海洋生物、海洋環境、 食品製造、食品管

理）についての択一式（30問）による高等学校卒業程度の筆記試験を

行います。（２時間）

主として人物について個別面接による試験を行います。なお、作文試験の
一般事務 口述試験 前に適性検査を実施し、その結果については、個別面接の参考としま
病院事務

（60）
す。

警察事務 作文試験 思考力、文章構成力及び表現力についての筆記試験（600字以内）を
第２次 （30） 行います。（１時間）
試 験

土木
主として人物について個別面接による試験を行います。なお、作文試験

農業土木

口述試験
の前に適性検査を実施し、その結果については、個別面接の参考とし

農業管理

（120）
ます。

畜産管理
思考力、文章構成力及び表現力についての筆記試験（600字以内）を

水産管理
作文試験 行います。（１時間）

（60）
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注１ 第１次試験はマークシート方式又は記述式で行いますので、筆記具（鉛筆、消しゴム）を持参し、机

の上には筆記具及び時計（スマートフォン・スマートウォッチ等不可）のみ置くようにしてください。

また、試験会場の冷房などによる温度変化に対応できる服装で受験してください。

２ 第１次試験における教養試験及び専門試験の得点は、次の方法を用いて算出します。

○教養試験の得点…一般事務、病院事務及び警察事務は標準点を得点とし、土木、農業土木、農業管

理、畜産管理及び水産管理は標準点に0.8を乗じた数を得点とする。

○専門試験の得点…土木、農業土木、農業管理、畜産管理及び水産管理は標準点に1.2を乗じた数を

得点とする。

各受験者の粗点（正解数）－各試験区分ごとの粗点の平均点
標準点 ＝ ×10＋50

各試験区分ごとの粗点の標準偏差

３ 各試験種目には一定の基準があり、１つでも基準を満たさない試験種目がある場合は、不合格となり

ます。

４ 所定の試験種目を全て受験した場合に有効に受験したものとし、棄権した試験種目が１つでもある場

合は、他の試験種目についても採点を行いません。

５ 「一般事務」、「病院事務」及び「警察事務」の試験区分については、点字による受験が可能です。

点字による受験を希望する方は、受験申込み前に必ず人事委員会事務局総務課に連絡してください。

６ 第１次試験の問題例題及び過去の作文試験の課題については、沖縄県人事委員会事務局ホームペー

ジ又は沖縄県行政情報センター（県庁行政棟２階）で閲覧できます。

５ 合格者の発表

区分 発表日 方法

第１次試験
10月９日（金）

沖縄県人事委員会事務局ホームページ（アドレスは６ページを参

合格者 照）に掲載するほか、沖縄県人事委員会事務局（（沖縄県三重城合

同庁舎８階）で掲載します。なお、第１次試験合格者については、

最終合格者 11月下旬
郵送による通知は行いません。

また、最終合格者には、後日、郵送により通知します。

６ 試験結果の提供

試験の結果については、口頭による情報提供依頼を行うことができます。本人確認書類（マイナンバー

カード、運転免許証、旅券など）を持参の上、開庁日の９時から17時15分まで（12時から13時までの間を除

く。）の間に、沖縄県人事委員会事務局総務課（沖縄県三重城合同庁舎８階）までお越しください。なお、

電話、メール等による提供依頼には応じられせん。

提供する内容 提供依頼できる人 情報提供期間

第１次試験の試験種目別得 第１次試験合格者 最終合格発表日から令和９年３月31日まで

点、合計得点及び順位

第１次試験不合格者 第１次試験合格発表日から令和９年３月31日まで

第２次試験の試験種目別得点
第２次試験受験者 最終合格発表日から令和９年３月31日まで

及び総合得点並びに総合順位
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７ 受験から採用まで

⑴ 最終合格者は、試験区分ごとに作成する採用候補者名簿（当該名簿は、確定日から原則１年間有効）に

登載されます。各任命権者は、人事委員会が提示する当該名簿に記載された者の中から採用者を決定し

ます。なお、受験資格がないことが判明した場合は、合格を取り消します。

人事委員会
※ 採用は、原則として令和年９年４月１

第１次試験 日以降ですが、同日より前に採用される

↓ 合格 こともあります。

第２次試験

↓ 合格
任 命 権 者

採用候補者 採用面談
→ 採用内定 → 採用

名 簿 登 載 採用候補者提示 (意向調査)

⑵ 任命権者とは、知事部、教育庁、病院事業局、警察本部及び企業局等を指します。

⑶ 最終合格者の数は、年間の採用予定数と採用辞退者等の見込数を考慮して決定します。したがって、採

用辞退者数等の状況によっては、最終合格しても採用されない場合があります。

⑷ 令和８年12月25日までに施行予定の学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の

防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第69号。以下「こども性暴力防止法」という。）に基

づき、特定性犯罪の前科がある場合（特定性犯罪事実該当者の場合）は特定の業務に従事させないこと

等の措置を講じる必要があるため、こどもと接する業務の従事者については、採用までの間に、任命権

者において書面等により特定性犯罪事実該当者であるか否かを確認し、その結果、該当者であることが

判明した場合は、こどもと接する業務に従事することができません。

⑸ 令和８年４月１日現在、初任給は200,300円で、経歴その他に応じてこの額以上になります。このほ

か、扶養手当、住居手当、期末手当、勤勉手当等が支給条件に応じて支給されます｡

８ 個人情報の取扱い

本試験の実施に際して収集した個人情報は、次の目的に利用します。

⑴ 試験の実施に関する事務

⑵ 受験者台帳及び採用候補者名簿の作成（受験者及び合格者に係るデータベースの作成含む。）

⑶ 試験に関する連絡及び情報提供（試験結果の提供を含む。）

⑷ 任命権者（知事部・教育庁等）による採用に関する事務（業務紹介や説明会等の案内を含む。）

問合せ先・受験申込先

沖縄県人事委員会事務局総務課
〒900-0036 那覇市西３丁目11番１号（沖縄県三重城合同庁舎８階） 電話：098－866－2545

台風等による試験日程の変更その他緊急連絡は、沖縄県人事委員会事務局ホー 人事委員会ＨＰ

ムページ「沖縄県職員採用試験のお知らせ」に掲載します。インターネット（ス

マートフォン利用可）での受験申込も、沖縄県人事委員会事務局ホームページか

ら行うことができます。

沖縄県職員採用試験 検索
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９ 受験手続（インターネットによる申込み ※スマートフォン利用可）

沖縄県人事委員会事務局ホームページ（https://www.pref.okinawa.jp/site/jinji_i/8481.html）にアク

セスし、ホームページに掲載している「電子申請の操作手順」に従って、受験申込みを行ってください。

なお、車椅子での受験など配慮を必要とする方、点字又は拡大文字による受験を希望する方は、申込み

前に必ず沖縄県人事委員会事務局総務課に連絡してください。

受験申込者 沖縄県

(1) 利用者情報登録～受験申込み
人事委員会ＨＰ

受付期間 ７月６日(月) ９時00分 ～ ７月27日(月) 23時59分

①人事委員会ＨＰから沖縄県電子申請サービスにアクセスし、

「利用者登録」をクリックして利用者ID（お使いのメールアド

レス）を登録する。

「登録アドレス確認

②「登録アドレス確認メール」受信 メール」を送信

メール中に記載のURLにアクセスし、沖縄県電子申請サービス

画面で、氏名、パスワード等を設定 利用者情報お知ら

せメール」を送信

③「利用者情報お知らせメール」受信

※ この段階では、受験申込みは完了していません。

④人事委員会事務局ホームページで、申込みを行う試験区

分名をクリックし、沖縄県電子申請サービスにログイン

○生年月日、試験地、学歴等の必要事項を入力

○申込み前３か月以内に撮影した顔写真の電子

データ（縦横比４×３程度の比率、ファイル 「到達通知メール」

形式は、.jpg、.jpeg、.gif のみ）を添付 を送信

⑤「到達通知メール」受信 受験資格等の審査

(2) 受験票取得（９月中旬）

⑥「受験票発行通知メール」受信 「受験票発行通知

メール中に記載のURLにアクセスし、受験票を取得 メール」を送信

※ ９月18日(金)までに「受験票発行通知メール」が届かな

いときは、沖縄県人事委員会事務局総務課に連絡してくだ

さい。

※ 取得した受験票は、印刷するかスマートフォンに保存す

るなどして試験当日に持参してください。

注１ 申込み後は、申込みをした試験区分及び第１次試験地の変更は認めません。

２ 申込内容等に不備、不正等があると、不合格又は受験を認めない場合があります。

３ 沖縄県人事委員会は、予期せぬシステムトラブルについての責任は一切負いません。

４ インターネットでの申込みができない方は、沖縄県人事委員会事務局総務課までお問合せください。
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